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2040 年は高齢化、労働人口の減少に伴うマクロ経済スライドの調整や、長寿化の進行か

ら老後資産への影響が危惧されている。こういった社会的変化は財政検証では正確に組み

込まれていない。本論文ではまず、厚生労働省の財政検証をもとに 3 つの社会的変化を考

慮した世帯モデルを設定する。そして試算によってそれぞれの世帯モデルにおける公的年

金給付の不足分を明らかにした上で、不足分を補うための自助の資産形成方法の提案をす

る。 

1 財政検証に見る年金の今 

1-1 標準モデル世帯

標準モデル世帯とは、1965 年当時に主流であった世帯体系を指し、現在も財政検証に用

いられている。夫は現役男子の平均的な標準報酬月額を得る被用者で厚生年金に 40 年間

加入しており、妻は厚生年金に加入したことがない専業主婦、という片働き世帯を指す。 

1-2 モデル採用の時代背景

当時は「片働き世帯」が主流であったことが挙げられる。現在と比べ、結婚をする男女

が多く、結婚した女性は専業主婦となるケースが多かった。 

1-3 政府の試算

標準モデル世帯を採用した平成 26年の財政検証におけるケース Eでは、2043 年の標準

モデル世帯の年金額は基礎年金で 12.5 万円、厚生年金で 11.8 万円と試算されている。一

見、年金額自体は増加しているように見えるが所得代替率(現役男子の平均収入に占める

年金の割合)は減少する(62.7%から 50.7%へ)。



 
 

2 2040 年の家族 

2-1 世帯モデル設定 

本章では 3つの社会変化をもとに世帯モデルを以下のように設定する。 

 

①専業主婦世帯 (標準モデル世帯) 

「平均的な男性賃金で 45年間厚生年金に加入した夫と、45年間専業主婦の夫婦」  

 

②生涯単身男性世帯  

「平均的な男性賃金で 45年間厚生年金に加入した男性」 

  

③生涯単身女性世帯  

「平均的な女性賃金で 45年間厚生年金に加入した女性」  

 

④共働き世帯  

(1)「平均的な男性賃金で 45 年間厚生年金に加入した男性と平均的な女性正規労働者の賃

金で 45年間厚生年金に加入した女性」  

(2)「平均的な男性賃金で 45 年間厚生年金に加入した男性と平均的な女性非正規労働者の

賃金で 45年間厚生年金に加入した女性」  

 

2-2-1 世帯構造の変化 

標準モデル世帯は、設定当初の 1965 年から減少し、単身世帯が現在まで著しく増加し

た。長寿化によって夫や妻が亡くなり単身世帯になるケースや、生涯独身で過ごす人々の

増加が理由としてあげられる。実際に未婚率は、総務省の「労働力調査」によればバブル

期まで男女ともに 5%ほどだったが、2040 年には男性が 30%、女性が 20%まで上昇すること

が予想される。生涯未婚の単独世帯が増加することと、男女の生涯賃金の差を考慮して、

単身世帯は男女に区分して設定する。 

 また、前述の調査から共働き世帯の割合も、1995 年近辺から片働き世帯(標準モデル世 

帯)を逆転した。女性の社会進出から、国民年金 3 号の被保険者に区分される、40 年間専

業主婦であるというような「標準世帯モデル」に近い専業主婦は減少傾向にある。 



 女性の労働者数が正規雇用、非正規雇用の双方で増加していることを考慮して、共働き 

世帯は妻が正規雇用であった場合と非正規雇用であった場合の 2種類に区分する。 

 

2-2-2 非正規労働者の増加 

 企業は人件費用削減を求めるようなったこと、労働者は柔軟な働き方を求めるようにな

ったことなどに起因して、非正規労働者数は近年増加している。さらに、引退後に非正規

雇用として働く高齢者が増加していることから、非正規労働者はこれ以降も確実に増加す

る。 

また、iDeCo や iDeCoPlus といった個人型確定拠出年金の普及や、株式会社ドトールコ

ーヒーで実施されている非正規労働者向けの退職制度の発達によって非正規労働者の働き

やすさはより向上し、さらに増加するといえる。 

 

2-2-3 労働寿命の伸張 

 長寿化に伴い退職後も働き続ける高齢者が増加している。65 歳以上の就業者数は年々増

加傾向にあり、その背景には定年が 60 歳から 65 歳となった企業が増えたことや、高齢者

を対象に職場環境を提供する企業や斡旋する事業は現在急増していることが挙げられる。

また、平均寿命の伸びとともに健康寿命も伸張し、これらを考慮し、労働寿命は伸びてい

くことが考えられる。 

 

 

 

 

3 2040 年の所得代替率を高めるためには 

 

3-1 検証の前提 

 

3-1-1 6 つの方法によるアプローチ 

 本論文では、3 つの所得代替率改善案と、その組み合わせからなる合計 6 つの改善案を

提示する。①個人型確定拠出年金の利用、②受給繰り下げによる年金増額、③払込期間を

45 年に延長する、の 3 つの改善案を組み合わせることを試みる。生活水準の維持のため

2014 年時点の所得代替率を維持できるような施策を提案していく。以下、財政検証ケース

E を採用し、2043 年の所得代替率の計算を進める。厚生労働省が算出した実質額を基に概

算する。ここではモデル変更に伴う保険料払い込みの増加から受給額を計算する考え方を

採用し、年金額を計算していく。 

 

3-1-2 公的年金の保険料払込期間 40年における 2つの施策 

 ここでは保険料払込期間が 40 年のまま、①個人型確定拠出年金の利用、②受給繰り下

げによる年金増額という 2 つの方法で所得代替率の増加を試みる。1 つ目として個人型確

定拠出年金に 25年間加入した時に月々にいくら拠出する必要があるかを算出した。 

 

表 1 公的年金の保険料払込期間 40 年において必要な個人型確定拠出年金の月当たり拠出

額 



 
  

次に、年金受給繰り下げによる年金増額によって所得代替率上昇を検証する。現在の制

度において年金支給開始を 1 か月繰り下げると年金額は 0.7％増加する。1 年単位では

0.7×12＝8.4(％)の増加が見込まれる。払込期間 40 年間の年金額にこの増額を考えて目

標とする年金額に達するような引き伸ばし年数を計算する。引き伸ばし年数を x とすると

計算式は以下のようになる。 

(専業主婦世帯の場合) 

 保険料払込期間 40年における年金額×(1+0.084x)=目標とする年金額 

 243,000×(1+0.084x)=301,925 

 x≒2.89(年) 

 その他の世帯において同様の計算を行い、引き伸ばし年数の平均をとったところ以下の

ような結果になった。 

 

表 2 公的年金の保険料払込期間 40年において必要な受給繰り下げ年数の計算結果 

 

 

 

 

 

 

 以上より、約 2.45 年受給を遅らせることで所得代替率が維持されることが推察され

る。 

 

3-1-3 保険料支払期間が 45年の場合の計算方法 

 専業主婦世帯について計算する。基礎年金の保険料は一定額であることから、2043 年の

基礎年金受給額は払込期間に正比例して増加する。払込期間は 40 年から 45 年へと 1.125

倍になるので、12.5 万円を 1.125 倍して、約 14.0 万円となる。 

 次に報酬比例の部分は生涯所得の総額に正比例するので、20 歳～65 歳まで働き保険料

を納付したと仮定した時の生涯所得の変化に着目する。モデル変更後の所得総額はモデル

変更前の所得総額の約 1.108 倍になるため、比例報酬分の年金支給額 11.8 万円は約 13.0

万円と概算できる。以上より 2043 年の専業主婦世帯の合計年金額は 14.0+13.0＝27.0(万

円)と推計できる。 

 ケース E におけるモデル世帯の手取り収入は 48.2 万円であるため、所得代替率は約

56.3％へ改善される。 

同様に、他の世帯の計算を進めると以下の結果を得る。男女の賃金比率や正規雇用労働者



と非正規労働者の賃金比率は総務省家計調査のものを使用し算出した。報酬比例額につい

ては財政検証の値を基にこれらの賃金比率から計算を行った。 

 

表 3 保険料支払い期間を 45年と仮定した場合の各世帯の所得代替率 

  

 

 

 

 

 

 

 

3-1-4 保険料支払い期間を 40年とした場合の所得代替率  

 効果を検証するために払込期間を 40 年とした場合の所得代替率を計算する。計算方法

は上記と同様の賃金比率から求めた。計算結果は以下の表 4の通りになる。 

 

表 4 保険料支払い期間を 40年とした場合の各世帯の所得代替率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 3と表 4の比較から各世帯で所得代替率が約 5％改善されることが推測できる。 

 

3-2 新モデルにおける所得代替率の変化 

 先の検証によって所得代替率が改善されたが、払込期間を 45 年に伸長したことで現状

の所得代替率が維持できているのかという視点で考察を進める。専業主婦世帯とそのほか

の世帯の賃金比率を利用して 2014 年時点の所得代替率を保つための各世帯の平均年金額

を概算した。 

 

表 5 2014 年時点の年金額と所得代替率 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5 から、新モデルに移行したとしても所得代替率で比較すると 2014 年から 2043 年に

かけて約 3～6％程度低下していると予想できる。以下の章では所得代替率が現状の水準で

保てるようにいくつかの具体案を提示していく。 

 

4-1 資産形成に関する提案 

 



4-1-1 個人型確定拠出年金による資産形成 

 本章では保険料払込期間を 45 年に延長したうえで所得代替率を 2014 年水準で維持する

ために月々に必要となる費用を概算し、個人型確定拠出年金によって不足額を補完するこ

とを提言していきたい。また、ここでは不足を補うための最低拠出額を検証していく。40

歳から 65 歳の 25 年間の確定拠出年金の運用で補えるよう計算をすすめる。また確定拠出

型年金における利率を一定であると仮定し、年金積立金管理運用独立行政法人のデータを

参考にしながら検証を行う。最低拠出額は毎年変動しないものとする。 

 

4-1-2 最低拠出額の算出 

 所得代替率を維持するために個人年金で補うべき費用から計算していく。そのために

2014 年時点での所得代替率を達成した時の 2043 年の年金額を計算し、新モデルの年金額

と比較していく。結果が以下のとおりである。 

 

表 6 公的年金の保険料払込期間 45 年において必要な個人型確定拠出年金の月当たり拠出

額 

  

 

 

 

 

 

 

確定拠出型年金における利率に関しては年金積立金管理運用独立行政法人のデータをも

とに考え、市場運用開始以降収益率 3.33％からケース E の物価上昇率 1.2％を差し引い

て小数点第二位を切り上げた 2.13％とする。つまり、確定拠出年金において年利 2.13％

で 25 年間運用した際にどれだけの元本が必要となるかを考える。通常、個人型確定拠出

年金の運用には月々500 円前後の手数料がかかるが、ここでは考慮に入れず計算を進め

る。 

65 歳から平均寿命までにおいて物価上昇率等を考慮せずに毎年同じ額を引き出していくと

すると、表 6 の通りの個人年金を毎年引き出す必要がある。ケース E における推計寿命か

ら、専業主婦世帯と共働き世帯の場合、単身女性世帯では 90 歳までの 25 年間、単身男性

世帯では 84 歳までの 19 年間にわたってこの額を毎年受け取ると仮定する。以下、年金原

価係数と減債基金係数を用いて 1 年に必要な拠出額を算出すると次ページの表 7 の通りに

なる 

 

表 7 公的年金の保険料払込期間 45 年において必要な個人型確定拠出年金の月当たり拠出

額 

 
 

 

 

 



 

 

 

4-2-1 受給年齢繰り上げによる増額効果 

 ここでは払込期間が 45 年の場合において受給開始を繰り下げることで所得代替率の向

上を検証する。計算方法は表 2におけるものと同様なので省略する。 

 

 

表 8 公的年金の保険料払込期間 45年において必要な受給繰り下げ年数 

  

 

 

 

 

4-2-2 払込期間 45 年の場合、受給繰り上げによって発生する公的年金の不足を個人型確

定拠出年金で保管する 

 繰り上げ期間は表 8 の計算によって 1 年であると仮定する。この 1 年間において不足す

る年金額を個人型確定拠出年金で埋め合わせることを検証する。計算方法は 4-1-2 と同様

なので省略する。 

 

表 9 公的年金の保険料払込期間 45 年において繰り下げ受給により発生した不足を埋め合

わせる個人型確定拠出年金の月当たりの最低拠出額 

  

 

 

 

 

 

 以上より、月々の賃金の 1.3～1.9％の拠出をすることで不足を埋め合わせることができ

ると推測できる。 

 

 以上の試算から、保険料払込期間の延長や受給開始年齢の繰り下げ、個人型確定拠出

年金による資産形成などを組み合わせることにより十分な資産形成を行えることが明らか

になった。公的年金給付が著しく低下する 2040 年において現在の生活水準を保つために

は、政府の政策推進、個人としての自助努力どちらも不可欠なのだ。 
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